
平成 17年 度においては 「県民活動の発展に向けた環境づくりJを 社とした取組を

行っていきます

地方分梅の時代にふさわしい元気で魅力ある県ちくりを進めるためには 「自功J「共助J
「公助Jの 理念のもと 行 政 事 業者 県 民が悔価し 多 様化する県民ニーズや地戒の問題に

劇応することが工要どなつています。

このため 「コミュニティモ勤J「 ボランティア活動j「 NPO活 動Jな どの県民活動に多

くの県民が参加し 自 主的 主 体的な県民活動か活発に展lflできるよう 収 組を促進すると

ともに 県 民活動同体と行政どの 「脇働Jの 推進に向けた体制や仕組みの充実をはることと

します

具体的な施策としては 平成 17年 度で3年 目となる「県民活動協駒推進事業Jについて

県民活動口作に対する撮働化意向調査を踏まえて実施をするほか 県 民活動促進期間を中心

として ,す ―ラムの開催など県民参力「の議行事を県民活動団体との協的 (実行委員会形式)

により実施するなど 県 民活動団体との競駒を通して 県 民活動全般を促進するための環境
づくりを進めていさます

また 庁 内各部局においても 協 触の推進をはじめ 各 分野における県民活動が促進され

るよう積極的な施発展開を行います。

- 46 -



(1)県 における平成17年 度県民活動関係主要事業予算について

昨年度の 「県民活動踊rb推進事業Jを通して全庁的に取り組むこととなった 「地域去心

安全れ駒事業Jをはじめ 新規事業としては 「県民との協働による百年の森づくり推進事業J

が実施さ引●ます。また 県 民活動団体を委誰先として予定する 「災害数急医張情報システム

trE営事業J「医療情報ネットワークシステム幣柴事業J「県民による里H再 生活動推進事業j

寺う1昨年度に引き続き実施されます。

その他 継撹事業では 「県民活動支援センター管理運営車業J「県民活動協勧推進事業J

「県民活動促進事業,「 グリーンボランティア育成文援事業J「 業術館ボランティア推進事

業J「 竹林ボランティア活動推進事業J 聴 場業境保全総合美化推進事業J「 道臨愛能ボラ

ンティア支援事業J等 が実施され 平 成 16年 度に比本 よ り広範な部局で事業が進められ

てきています。

なお 県 民活動関係堂要葺業の予算額は 庁 内36課 (室)98事 業で約 9侑 2千 0百方

円を計上しています

(2)主 な分野における県の施策展lTR

O国 際交流 国 際協力活動分野

「新 や まぐち国際化推進ビジョンJ(平 成 15年 3月策定)の 基本理念である 「県民

の主体的な活動による国際交流 国 際協力の推進Jに 基づき 県 民の国際活動を促進

するための中核組織であるⅢ日県国際交流tatj会の機能を強化することにより 青 少年

交流やボランティア活動の促進を図るとともに NPO NCO等 の民間団体への活

動PR 助 成等の支援を通じて県民主体の国際活動が推進されるシステムづくりを避

めます

昨年度に引き続き 国 際交流議会の活動に対する支援を行います。

②青少年健全育成分野

「やまぐち青少年プランJ(平 成 12年 策定)の 基本理合である 「地域青少年コミ

ュ‐ティづくりJを 目指し 家 庭 学 校 地 域社会等が緊密に連携をとりながら

県民 NFO等 の青少年育成団体等との機的にまり地域で青少年を育てる体制づ

くりを進めます。

昨年度に引き続き 地 域社会で取り組む団体への支援 普 及啓発還勁等を行いま

す。

⑤環境分野

県環境学習基本方針に基づき 環 境情報の収集 提 供システムの充実 環 境学習教科

作成 セ ミナー等環境半習の場の提供 指 導者の派遣等 環 境学習を総合的に推進し



ます。また 地 域における環境字習の取組や施設のネントワ~ク 化をどり 情 報の提

供 指 導者の派遣など環境～習の支援機能の充実を行います。

槌野川rlt村における術環共生型社会のモデル形成として 交 流ネットづくり,― タン

ヨップや流域フォーラムを開催するなど 住 民や事業所 行 政等が連携線拘により

桜野川河千潟を再生し 里 滋づくりに取り組みます。

0男 女共同鬱画分野

「きらめき山ロハーモニープランJ

策定)に 基うき 市 町村 事業■

共同参画の取組を強化します。

(1日県男女共同参画基本計画)(平成 14年 3月

県民活動団体守と案密な連14を図りながら 男 女

昨年度に引き続き 男 女共同多画月間を中心に 回 作の活動発表 交 流の場となるイ

ベント等を行います

⑤文化分野

平成 18年 度に開催する国民文化祭に向けて 昨 年度 県 民活動団14Nに多託したボラ

ンティアセンターの事業として ボ ランティアの
一次募集や配田計画を作成するほか

NPO年 の団体やボランティア等との協的による参加体験型事業の積極的な展開や会

場となる文化施設におけるホータレポランティアの育成などポランティアとの連携の強

化を図ります

今年度は 「ブレ回段文化祭」を開催するほか 国 民文化策の開催に向けた諸準備等を

行いま'i

⑥健康福祉分野

「山日県地域福社支援計画J(平 成 17年 度 3月策定)に 基づさ 複 雑 多 様化する帯

祉課題について 地 域福社の担い手である地域住民や関係団体事が 主 体的に地域に

関わり 住 民と行政が一体となつた取組を推進します。

気軽にボランティアに参加できる環境づくり (すそ野の拡大)を 進めるとともに 手

話通訳者や点訳ボランティア等 専 門的技能を持つたポランティアの育成に取りF■み

ます

高齢者がいきいきと活躍できる生涯現役社会の実現に向け 産 学公連携によるシエア

(高齢者 中 高年)へ の総合的な支援体制の整備や先駆的取組の全県波及を進めると

ともに シ エアの地域支援活動等の促進を図ります。

「やまぐち子どもきららブラン21J(¬ 貴17年 度3月策定)に 基づき 子 育てを社

会全体で支える環境づくりとして 地 域コーディネーターの養成や子育て支援モデル

交流会の開催など県民運動として展開します

昨年度に引営続き 様 々な分野で活躍するポランティアの育成等に☆する事業を行い

ます ま た 新 たに 高 齢者 障 害者等に対する総合的な福祉拠点におけるボランテ

ィア参"はこよる運営の仕組みづくりを行います。
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0商 工分野

商店街の生き店舗を活用して 親 了交流施設や高齢者交Vl施設等のコミュニティ施設

を設置 運 営する県民活動団体に対して 支 援を行います。

山日県観光基本稚想に基づき 観 光ボランティアガイ ドの充実や県民が観光客を温か

くもてなすホスピタリティの向上により 魅 力ある観光地づくりを目指します。ホス

ピタリティの重要性をPRす るとともに 観 光ボランティアガイドのレベルアップ及

びボランティアガイ ド数の増加に向けた取F■を行います。

産業振興ビジョン21に 「多多画社会産業者J出推進プロジェクトJを おげ ヨ ミュ■

ティ ビ ジネスを振興することにより 生 活者の視末にヤつた新たな事業や地城の属

用の場の創出 多 様な選択肢の下で自分の力を社会に時かせる 「多参画社会の形成J

を推進します。

③農林分野

食の安全や環境問題への関心の高まりを踏まえ 県 民参加による食と緑を育む閉動時

動の一層のlFL進を図るための施策を積極的に推進します

中山関地域において 農 家民宿 農 家レス トランを核としたグリ
ーン ツ ーザズムの

取組を進あるとともに NPOと 人等が実施する農作業ボランティア活動等に支額を

行います.

昨年度に引き続き ボ ランティアやNPO法 人等どの協働による里は再生など篠■な

事業を行いまえ

◎水産分野

漁村の男女共同参画を推進するとともに 消 村女性の経済参画を促し 社 会的評価を

高めるため 凝 肘女性ツーダー及び自主的活動グル
ープの詢戒を促進します

漁場環境保全等のため 水 産業者と県民との協働により 海 浜 海 〔清掃活動を行い

ます

昨年度に引き続き 点 食拡大 地 産地消を推進するため 県 民との協的により魚食に

関する知識やクツハウを活用した魚食普及 地 産地消を進ある事業を行います

CO土木分野

「出R県景観ビジョンJ(平 成 17年 度 3月策定)に 基づき 景 観r7_タションプの瞬

催等による景観意識の向上や 県 民サポーター制度の倉↓設等により自発的 積 極的な

抵策への参加を促進します`

道路や河川の環境実化については 地 域の関係団体又は環境業化活動を行う県民活動

団体と連携しながら 活 動が活発に展開されるよ,取 り組みまえ

また 7月 の河川海岸愛護月間を中心に 地 域の河川や海岸の☆境美化活動に取り組

む県民参活動団体等への支援等を行います

―

や

一



①教育分野

生遅学習推進ヨーディネーター 生 涯学習推進相談員等を活用して 県 民の多様な相

談に対応するとともに 幅 広い情報提供やコーディネートを行います。

青少年の社会性や豊かな人間性を育むため 縦 々な地域資源を活用した放課後や週末

等における本仕 lt験活動の機会を充実していきます

多くの県民が実行や各種スポーツの得意分野でボランティアとして活醒し 多 彩な競

面での県民参加が図れるようボランティアの養成 充 実を図りまえ

社会教育関係団体の育成ど日主的活動を促進するための支援を行います。

0生 活安全分野

「住み良さ日本一の元気県Jの 実現に向け 犯 罪を起こしにくい地域社会の形成を推

進するため 県 民どの協働により条例等仕組みづくりの検討や 犯 罪防止意識の定着

を図るため フ ォーラムの開催などの取組みを行います.

犯罪抑止を目的とした県民活動の発展のため 防 犯パ トロール員の迎置 犯 罪多発地

区におけるボランティアの立上げ 育 成支援等を行いま,、

「第 7次山日県交通安全計画Jに 基づき 争 種交通安生活動を展開し 県 民活動の一

層の促進を図ります。

紙害者支援ネットフークにより、民間支援団体 (ハー トラインやまぐち)主 革による

直接的東援事業の展開に向 )たバックアンプを行います。

昨年度に引さ統さ 地 域防犯ボランティアの育成 紋 害者支援ネットワータの活性化

などに向けた取組を行います。

〈3)県 やまぐち県民活動きらめき財日及びやまぐち県民活動支援センターの事業(施策体系
別)

県 や まぐち県民活動きらめき財団及びやまぐち県民活動支援センターは 山 日県県民活

動促進基本計画の施策体系に沿つて 平成17年 度に次のような取組を行います。

基本方針1,県 民参加のための霞境づくり

①県民への情報提供と議加意軟の促進

②県民への学習機会の提供

◎事業者の活動参加の促送

④ボランティア体暇制度の普及啓携

0県民活動に対応した保険制麿の啓発

◇県事業:70事業 466281千円 (再掲事業を含む。)
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事 業 名  1    事 業 内 容 予算額 所管課 項 目 備考

窪畳督号ヤ壕梁1暑:ユ魯轡督皆岳富S呂脅告雪を,暑最
1622 学事文書課 ①0 方割 2

, r l  o

に再対

基本方針 21自 主的 主 体的活動の向上 促 進のための環境づくり

O県 民活動に関する情報収集と提供 ニーズの把握

②人材育成やマネージメント能力向上のための研修の実施

⑤社会的理解の促進のための広報 啓発事業の実施

④活動の場の確保への協力

⑤交流機会の提供等による多様なネットワークの形成

⑤情報ネットワークシステムの機能充実

0県 民活動支援機関等における相互の連携

0中 間支援団体の充実と連携

③県の財政支援の方向

①県と市町村における施鉄の協力 連続

O県 民活動支援拠点の整備と機能充実

0コ ミュニティ ビジネスの振興

①特定非営利活動促進法の普及及び法人化の事前相談の充実

◇県事業,90事業 8751926千円 (再描事業を含む。)

事 業 名

自主防災組織普
及促進事業

NPO等 を活用し 自 主防災組織の有成
閉 ヒを図る市町に対し そ の経費の一部
を助成する。

消防防災課

基本方針3:県 民自治の視点に立ったパートナーシップの確立と協働の推進に向けての環境づくり

①透明で開かれた県政の一層の推進

②政策立楽等における県民 県民活動団体の多加機会の確保

③事業者及び各種団体との連続 協力による協働の指進

④市町村における協働の推進への協カ

⑤協調に関する研修の売棄

③大学 研究機関等との連続による協的に関する調査研究の促進
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0県事業における協働の推進

⑤協働推進のための新しいガイ

◇県事業i ai事業 855776千円

ドラインの策定

(再掲事業を含む )

事 業 名 事 業 内 容 予算額 所管課 項 目 棉考

若者広成地域づ
くり推進事業

若者を中いとした多様な民岡団体の速携
による広域化した市町村の地域づくり活
動を推進する.

20000 地域政策謀 ③ サ01 2

に,知
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輌題醸嬢園 Ⅲ町村と県民活動団体等との 「働倒」の事例 葬

県民活動団体等との協働については 各 市町村においても取り組まれています。ここでは、その
一例を、主な 「開閣の事業形態J属Jに 各 事業の協働による効果を中bに紹介します。

⑨ NPO首 成ブログラム開発モ7ル 専業 (NPO塾 )《山田市 :NPO法 人に委詢

市民等と行政この連携 協 働の環韓づくりを推進するために NPO(市 民活動団体)を 行政

と連携できる基盤を持つ団体に育成支援するNPO育 成ブログラム開発モカ し事業 くNPO墾 〕

写真

市民と行政との連携 協 働の環境づく

た事P弓性力携 揮される事業であつて、

りという取組に向けて NPO法 人の活動経験に培われ

まさに県民活動団体の特性を生かした事業といえます。

0し ゅうなん元気盾呻 成金 (周南市 :市民団体を対釜とした橋蜘事業)

市内で活動する市民活動団体が新たに行う事業案を広く努集砿 優秀と認められる事業を支援

することにより、新たな活動の創出 団 体の活性fヒ 団体や人材の掘り起こしを図ることを目的

に実施しています。

団体の実施計画、収支予第等の事業脱明 (プしゼンテーシヨン)

により、雷査委員会で新規性 効 果性 現 実性なと10項 目の雷査

項目について採点を行い 効 成対象事業を決定します。

平成16年 度から実施t/N平成17年 度は6団 体の動成対象事業が

決定砿 劇成金を交付 実 施を支援します。

自主的 主体的な市民活動の活性化及び先駆的 実験的な取網による多様なサービスの提供とい

う行政課題の解決に向けて 市 民活動団体の先駆性のほか その括動経験に培われた専F弓性力境

揮される事業であつて ま さに県民活動団体の特性を生かした事業といえます

- 1 1 1 -

を開催しています

NPO聖 は、公嘉団体から6団 体を選定峡 市内の共有事務所

(山□NPOオ フィス)で  団 体事務を進めていただきながら

運営罷力 事 務処理能力を向上する様々な研修プログラムを実施

し、足躍の強いNPOを 首成していくものです

時来的には NPOか らの提案によるNPOへ の市の委託事業

の実施など、市民等と行政が観働で進めるまちづくりを目指しま

す。

察


